
 1

 

スタッド付き I 形鋼を主鋼材とした 
橋脚構造の提案 

 
 
 

宇野 州彦 1・池野 勝哉 2・篠田 佳男 3・藤倉 修一 4 
 

1正会員 五洋建設株式会社 技術研究所（〒329-2746 栃木県那須塩原市四区町 1534-1） 

E-mail: kunihiko.uno@mail.penta-ocean.co.jp (Corresponding Author) 

2正会員 五洋建設株式会社 技術研究所（〒329-2746 栃木県那須塩原市四区町 1534-1） 

E-mail: katsuya.ikeno@mail.penta-ocean.co.jp 

3正会員 日本コンクリート技術株式会社（〒130-0026 東京都墨田区両国 4-38-1） 

E-mail: y-shinoda@jc-tech.co.jp 

4正会員 宇都宮大学教授 地域デザイン科学部（〒321-8585 栃木県宇都宮市陽東 7-1-2） 

E-mail: shuichi.fujikura@cc.utsunomiya-u.ac.jp 

 

近年，鉄筋コンクリート橋脚は耐震性能の向上から過密配筋となっており，施工の合理化が求められて

いる．著者らは，I 形鋼のウェブにスタッドを配置した鋼材を主鋼材とした橋脚構造を提案している．提

案構造は，スタッドのずれ止め効果と I 形鋼のポアソン効果により，コンクリートとの付着力向上に期待

している．本論文では，提案構造の付着性能を把握するために実験および解析的検討を行い，鉄筋コンク

リート構造と同等の付着性能を有していることを示し，ポアソン効果に寄与するフランジの有効幅を確認

した．さらに，提案構造の繰り返し載荷時における耐荷性能や変形性能を把握するために，交番載荷実験

および FEM 解析を実施し，橋脚基部のコンクリートの損傷や I 形鋼，スタッドの発生ひずみを確認した． 
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1. はじめに 

 

鉄筋コンクリート橋脚（以下，RC 橋脚）に要求され

る耐震性能は，近年発生している地震の巨大化に伴い，

その向上が求められている1）．一方で，耐震性能の向上

により RC 橋脚は過密配筋となり，コンクリートの充填

性や作業効率の低下が懸念され，安全に施工を行う上で

も課題となっている．そのような中，橋脚施工の合理化

を図る工法は以前から開発が行われており，突起付き H

形鋼を主鋼材とした鉄骨コンクリート複合構造橋脚 2)や，

鋼管を用いた鋼管コンクリート合成構造橋脚 3)等，複数

の工法が提案されている．主鉄筋を形鋼や鋼管に置き換

えるこれらの工法は，周囲のコンクリートとの付着性能

が異形鉄筋と比較して劣ることから，H 形鋼のフランジ

に突起を設けたり，リブ付き鋼管を用いたりすることで

付着力を確保し，鋼材とコンクリートが一体となって挙

動するものとしている．しかしこれらの工法は，特殊鋼

材を使用するためにサイズや種類が限られ，施工時に納

期やコストを要する点が課題となっている． 

そこで著者らは，より安価で調達性の高い材料を用い

た合理化施工技術として，I 形鋼のウェブにスタッドを

配置した鋼材（写真-1）を主鋼材とした橋脚構造を提案

している（以下，提案構造）．I 形鋼やスタッドは，と

もに広く普及している材料であることから，これまでの 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真-1 スタッドをウェブに配置した I形鋼 
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工法と比較して，納期の短縮，コストの低減が可能と考

えられる．提案構造では，I 形鋼のウェブにスタッドを

配置することによって，周囲のコンクリートとの付着力

を確保するだけでなく，軸方向引張力が作用した際にフ

ランジ間が狭まるポアソン効果4）により，フランジ間の

コンクリートに圧縮力を作用させることでさらなる付着

力の向上にも期待している．  

 本論文では，提案構造の付着性能を把握するために実

施した両引き試験4）について概説し，スタッドによるず

れ止め効果や I 形鋼のポアソン効果，ポアソン効果に寄

与するフランジの有効幅について解析的検討を行うこと

で，フランジ有効幅の妥当性を確認した．さらに，提案

構造について繰り返し載荷時の耐荷性能や変形性能を把

握するために実施した交番載荷実験5）について示し，交

番載荷実験を対象とした FEM 解析から，橋脚基部にお

けるコンクリートの損傷を評価した． 

 

 

2. 提案構造の概要とスタッドの設計法 

 

本章では，提案構造の概要について述べ，I 形鋼のポ

アソン効果を考慮したスタッドの設計法について説明す

る．なお，設計法の詳細については，既報4）を参照され

たい． 

 

(1) 提案構造の概要 

スタッドは一般に，鋼材とコンクリートで構成される

複合部材としての一体化を図るために，鋼材とコンクリ

ート間のずれ止めとして利用される 6),7)．提案構造では，

写真-1 に示すように I形鋼のウェブにスタッドを配置し

て周囲のコンクリートとの一体化を図ることとしている．

主鋼材に軸方向引張力が作用すると，鋼材のポアソン効

果によってウェブ両端に位置するフランジ間の距離が狭

まり，フランジ内面とコンクリートとの摩擦力が増大し，

フランジ間のコンクリートとの一体性が増すことが期待

される．このように，提案構造ではスタッドによるずれ

止め効果と主鋼材のポアソン効果により，コンクリート

との一体性を確保している． 

 

(2) I形鋼のポアソン効果とスタッドの設計法 

スタッドの数量や配置を決めるための概略設計フローを

図-1 に示す．また，I 形鋼に軸方向引張力が作用した際

にポアソン効果によって鋼材および周囲のコンクリート

に作用する力を模式的に表したものを図-2 に示す．I 形

鋼のウェブに引張降伏力が作用すると，ポアソン効果に

よってウェブ両端にあるフランジとその間にあるコンク

リートとの間に圧縮力が作用するが，この圧縮力の算定

には，I 形鋼とコンクリートとの付着が連続的に確保で

きるための必要長さである有効定着長 Lを設定する必要

がある．また，コンクリートの圧縮にはフランジ幅全域

が寄与するものではなく，ある有効幅 bがコンクリート

の圧縮に影響を与えていると考えられる．これらに関し

て，鋼材とコンクリートとの付着性能を把握するために

実施した両引き試験 4)において有効定着長 L はウェブ高

さの概ね 6倍以上に設定すると定着が確保されており，

フランジ有効幅 bはフランジ厚さ t2の概ね 2倍程度であ

ることを明らかにしている． 

フランジ内側に作用する摩擦力 T1が算出されると，I

形鋼の全断面積で負担する全引張降伏力 Tとの差分であ

る T2 (= T - T1 )がスタッドで負担するせん断力となる．な 

お，全引張降伏力 T に対する T1と T2の負担比率は，

概ね2：8となる 4)．スタッドの数量は，複合構造標準示

方書 8)に従い算定し，スタッドが負担する荷重をスタッ

ド 1本あたりの設計せん断耐力で除すことにより，スタ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-1 提案構造の概略設計フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-2 I形鋼に軸方向引張力が作用した際のポアソン効果 

フランジ有効幅b

t2

I形鋼の全断面積で負担する

引張降伏力T の算出

フランジ内側に作用する摩擦力T 1の算出

スタッドが負担すべきせん断力T 2

(= T  - T 1)の算出

スタッドの数量・配置を設計

有効定着長Lの仮定

フランジ有効幅bの仮定
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ッドの必要本数が求められる．また，スタッドの配置に

ついては，千鳥配置を基本として考える． 

 

 

3. 提案構造の付着性能の把握 

 

提案構造の付着性能を把握するために，両引き試験お

よび FEM 解析を実施した．両引き試験および解析から，

スタッドによるずれ止め効果や I 形鋼のポアソン効果，

またポアソン効果に寄与するフランジの有効幅について

考察する． 

 

(1) 実験概要 

a) 試験体概要および実験ケース 

両引き試験の試験体断面図を図-3，側面図及び平面図

を図-4に示す．試験体は全てのケースにおいて，両端の

掴み部を除いた鋼材全長を 1,500 mm，コンクリート部の

長さを1,100 mmとしている．なお，コンクリート部の両

端には非付着部をそれぞれ 50 mm ずつ設けている 6),7)． 

提案構造に用いる I 形鋼は，I-150×75×5.5×9.5(SS400)とし

た．スタッドの有無による付着性能の違いを確認するた

めに，スタッドのない I 形鋼のみを芯材とした試験体

（Case1）と，軸径10 mm，全高40 mmのスタッドを千鳥

配置した試験体を 2 ケース（Case2，Case3）とした．実

験ケースの一覧を表-1に示す．スタッドを配置するピッ

チを前章の設計法に基づいて 200 mm で配置したケース

（Case2）と，設計法の妥当性を検証するためにスタッ

ド本数を増やし，ピッチを 100 mmとしたケース（Case3）

を設定した． 

鋼材の機械的性質及びコンクリートの材料特性を表-2

および表-3にそれぞれ示す．コンクリートは両引き試験

日材齢における材料特性である． 

b) 載荷方法と測定項目 

両引き試験は，試験体の軸方向が鉛直方向となるように

試験体を配置し，両端部にクレビスを設け，下端側は反

力床に固定，上端側を載荷ジャッキにより鉛直上向きに

荷重を作用させた（図-5）．載荷方法は，設計ひび割れ

荷重まで載荷を行い，その後除荷するサイクルを 3 回繰

り返し，鉄筋あるいは鋼材が降伏したときの変位までの

載荷及び除荷のサイクルを同様に 3回繰り返す．その後

は，コンクリートの剥落が著しくなる軸方向変位 120 

mm までの載荷を行った．ただし Case2 においては安全

上の問題から軸方向変位 37.8 mmで載荷を終了した．ひ

び割れ荷重及び降伏変位までの載荷，除荷の繰り返しに

よる耐荷力の変化はほとんど見られなかったことから，

本論文では繰り返し載荷に関する考察は割愛する． 

測定項目は，引張荷重及び試験体の軸方向変位量，鋼

材のコンクリートからの抜け出し変位量，鋼材及びスタ 

 

 

 

 

 

(a) Case1        (b) Case2, Case3 

 

図-3 試験体断面図（単位：mm） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a) Case1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) Case2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(c) Case3 

 

図-4 試験体側面図および平面図（単位：mm） 

 

ッドのひずみ，ひび割れ性状である．鉄筋に貼付してい

るひずみゲージは鉄筋軸方向，I 形鋼にはウェブは軸方

向及び軸直角方向，フランジはフランジ幅方向，スタッ

ドはスタッド軸方向にそれぞれひずみゲージを貼付して 
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表-1 実験ケース一覧 

 

 

 

 

 

表-2 鋼材の機械的性質 

 

 

 

 

 

表-3 コンクリートの材料特性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-5 試験体のセットアップイメージ 

 

いる．フランジ及びスタッドは曲げひずみ，曲げモーメ

ントが算出できるよう，各鋼材の両面にひずみゲージを

貼付している． 

 

(2) 実験結果および考察 

a) 荷重－変位関係 

実験で得られた荷重－変位関係を図-6に示す．荷重は

計測された引張荷重値を，軸方向変位は試験体両端部間

の変位を示している．載荷直後の初期剛性については，

いずれのケースもほぼ同等であるが，Case1 については

400 kN程度から剛性の低下がみられる．この要因につい

ては既報 4)に示しているが，鋼材の抜け出し量がスタッ

ドを有するCase2やCase3に比べ多く，鋼材とコンクリ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-6 荷重－変位関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-7 コンクリートのひび割れ本数と最大ひび割れ幅 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a) 降伏荷重時       (b) 軸方向変位 40 mm時 

 

図-8 コンクリートのひび割れスケッチ 

 

ートとの付着力が低下したことが要因であると考えられ

る．よって，鋼材とコンクリートとの付着性能の向上に

スタッドが寄与している．Case2およびCase3については，

降伏に至る荷重（約 670 kN）およびその後の挙動につい

ても概ね一致しており，本実験で設定したスタッドのピ

ッチの違いにおいては，鋼材とコンクリートとの付着性

能に与える影響はほとんどないと考えられる． 
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b) ひび割れ分散性 

載荷初期におけるひび割れ発生直後の荷重 80 kN作用時，

降伏荷重時および軸方向変位40 mm発生時の，コンクリ

ート表面のひび割れ本数と最大ひび割れ幅を図-7に示す．

ひび割れ本数は試験体幅の 8割以上の長さに至っている

ものをカウントしている．なお，Case1 は軸方向変位 40 

mm に到達する前に実験が終了しているため，最終変位

時（37.8 mm）における結果を示している．また，降伏

荷重時及び軸方向変位40 mmにおけるひび割れスケッチ

を図-8に示す．降伏荷重時においては各ケースともにひ

び割れ本数・幅ともにほとんど違いはないものの，軸方

向変位 40 mm になると，Case1 ではほとんどひび割れ本

数が増えず，Case2,3 ではひび割れ本数が増加している．

提案構造はスタッドのない Case1 に比べひび割れ本数が

多くなる一方で，最大ひび割れ幅は Case1 よりも小さく

なっており，ひび割れがより分散していることが分かる．

スタッドを配置することで，付着性能を向上させるだけ

でなく，降伏後に優れたひび割れ分散性を有する構造と

なることが分かる． 

 

(3) 解析概要 

a) 解析モデル 

両引き試験体を対象に，汎用解析プログラム DIANA 

(ver.10.4) 9)による三次元非線形有限要素解析を行った．解

析モデルを図-9 に示す．モデル化は軸方向 1/2，幅方向

1/2とした 1/4対称範囲とし，対称 2面それぞれ対称条件

（X=Y=Z=0，Z=X=Y=0）を課した．メッシュ

分割は，スタッド高さの 8分割を目安に 5 mm程度とし

ている．コンクリートはソリッド要素，I 形鋼はシェル

要素，スタッドは梁要素とし，スタッド頭部の定着は，

スタッド端部の節点を同一座標にあるコンクリート節点

とタイイング（自由度の拘束）することで表現した．コ

ンクリートと I 形鋼間には面インターフェース要素，コ

ンクリートとスタッド間には線インターフェース要素を

接続した．実験の載荷条件として，I 形鋼の載荷側端部

における節点のX方向自由度を拘束し，代表節点に強制

変位を与えて一様載荷を再現した． 

b) 材料構成則および解析物性値 

コンクリートには分散ひび割れモデル 10)（全ひずみ固

定ひび割れモデル）を採用し，圧縮特性には圧縮破壊エ

ネルギーGcを考慮した Parabolicモデル 11)，引張特性には

引張破壊エネルギーGtを考慮したHordijkモデル 12)を用い

た．ここで，圧縮破壊エネルギーGcは中村ら 13)より算出

し，引張破壊エネルギーGtをコンクリート標準示方書 14)

に従い算出した．鋼材には Von Mises の降伏基準を採用

し，引張試験より得られた応力ひずみ関係からバイリニ

ア型の 2次勾配をそれぞれ初期勾配 Eの 1/100とした．

コンクリートと I 形鋼間の面インターフェース要素には，

圧縮およびせん断時に抵抗し引張時に抵抗しないクーロ

ン摩擦モデルとし，複合標準示方書 15)を参考に粘着力 c 

=0.7N/mm2，摩擦角 =20 度を設定した．また，コンクリ

ートとスタッド間の線インターフェース要素には，文献
16)を参考に式(1)で求められる付着応力-すべり関係を用

いた（図-10）． 

材料試験から設定した解析物性値の一覧を表-4に示す．

なお，各材料の弾性係数や圧縮強度，降伏強度等は，両

引き試験体の材料試験で得られた値の平均値としている． 

 

   0.52/30.17 0.9 1 exp 40ckf s D        

0 0.02s   

   max 2 1 1 max0.70 S S s S        

                  0.02 1.5s   (1) 

max0.30   

                 1.5 s  

 

ただし， 

   0.52/3
max 10.17 0.9 1 exp 40ckf S D        

 

ここで，S1  ：(=0.02) 

    S2  ：(=1.5) 

    f ’ck ：コンクリートの圧縮強度 (N/mm2) 

    D  ：スタッド径 (mm) 

 

(4) 解析結果および考察 

解析結果として，剛性低下直後（X 方向，変位 3 mm）

のコンクリートの最大主ひずみおよび最小主応力，I 形

鋼の相当塑性ひずみコンターを図-11 に示す．最大主ひ

ずみに関して，スタッドの無い Case1 に比べて，スタッ

ドを有する Case2,3 では，スタッド位置において載荷軸

直角方向に局所的なひずみが卓越しており，スタッドに

よるずれ止め効果によってひび割れ分散効果が促されて

いることが分かる．一方，Case1において，I形鋼と接す

るコンクリートの内側に着目すると，2 章で述べた鋼材

のポアソン効果によって，I 形鋼のフランジ間に充填さ

れたコンクリートに一様な圧縮応力が作用している．他

方，Case2,3 では，スタッド位置においてコンクリート

に局所的なひび割れが生じるため，圧縮場が不均質な分

布となっている．このように，Case1 で最もポアソン効

果が発揮され易い結果となっているが，コンクリート表

面に生じるひび割れ分散性の観点でスタッドが重要な役

割を果たしていることが分かる．なお，両引き実験では，

Case2とCase3で引抜き抵抗力に顕著な違いがなく，本解 
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析においても同様であった． 

次に，本構造の設計法で必要な有効フランジ幅について

考察する．フランジの曲げひずみを基準化距離 z / t（z : 

ウェブからの距離，t : フランジ厚）でプロットしたもの

を実験結果と合わせて図-12 に示す．解析と実験結果の

傾向が類似しており，z / t = 2.0 までの範囲でひずみが発

生し得ることが分かる．これは，本構造においてフラン

ジ幅の広い鋼材は合理的ではなく，フランジ厚の 2倍程

度の範囲でポアソン効果を発揮することを示唆するもの 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-10 スタッドの付着－すべり関係 16) 

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

-0.4 0.0 0.4 0.8 1.2 1.6

付
着

応
力

[N
/m

m
2 ]

すべり量 [mm]

図-9 解析モデル

表-4 解析物性値の一覧

(a) コンクリート 

(b) 鋼材 (c) 面インターフェイス 

弾性係数 ポアソン比 圧縮強度 圧縮破壊 引張強度 引張破壊 最大骨材寸法

E  f  'c エネルギーG c f  t エネルギーG t d max

(N/mm
2
) (N/mm

2
) (N/mm) (N/mm

2
) (N/mm) (mm)

コンクリート 30.7×103 0.2 50.0 62.0 3.7 0.100 20

弾性係数 ポアソン比 降伏強度

E  (N/mm
2
)  f  y (N/mm

2
)

I形鋼 207.7×103 0.3 366.0

スタッド 200.0×103 0.3 444.0

圧縮剛性 せん断剛性 粘着力 摩擦係数

(N/mm
2
/mm) (N/mm

2
/mm) (N/mm

2
)

面インターフェース 1.0×104 1.0×104 0.7 0.364

コンクリートと
I形鋼の間

(a) モデル化要素および解析条件 

(b) モデル全体図 (c) スタッドのモデル化 

Case2 

Case3 
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である． 

以上より，FEM 解析の結果から，スタッドによるず

れ止め効果や I 形鋼のポアソン効果について確認し，ポ

アソン効果に寄与するフランジの有効幅についても両引

き試験と同様の範囲であることを確認した．また，解析

結果は実験を概ね再現できていることから，スタッドの

モデル化やスタッドとコンクリートとの線インターフェ

イス要素の設定等を，5 章の解析モデルに採用すること

とする． 

 

 

4. 提案構造の交番載荷実験 

 

本章では，従来の RC 橋脚と提案構造を対象に，繰り

返し載荷時の耐荷性能や変形性能を把握するために実施

した交番載荷実験 5）について説明する． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 実験概要 

a) 試験体概要および実験ケース 

繰り返し載荷における提案構造の構造性能を確認する

ため，交番載荷実験を実施した．試験体は RC 構造の試

験体（以下，Case1）と，提案構造の試験体（以下，

Case2）の 2ケースとした． 

Case1および Case2の形状寸法と配筋を図-13 に示す．

試験体は橋脚部の断面が 600 mm×900 mm，橋脚高さが

3000 mmで下部に 2000 mm×1600 mm，高さ 800 mmのス

タブを設け，反力床に固定している． 

Case1では，橋脚主鉄筋として D25の異形鉄筋を図-13

に示すように計 32 本配置している．帯鉄筋は D13 を橋

脚基部から高さ 2000 mmまでは 100 mmピッチとしてお

り，中間帯鉄筋は D13 を図-13 に示すように配置してい

る．Case2は，橋脚の主鋼材として 150×75×5.5×9.5の I形

鋼を用いており，Case1における主鉄筋 4本分を 1本の I

形鋼に置換している．Case2 の帯鉄筋および中間帯鉄筋

については，Case1 と同じである．各試験体の鉄筋比は， 

図-11 解析結果のコンター図（変位 3 mm時）

図-12 フランジの曲げひずみ（変位 3 mm時）
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(a) Case1 

 

 

Case1 の主鉄筋比が 0.030，Case2 の主鋼材比が 0.032，横

拘束鉄筋比はいずれのケースも 0.013 である．ウェブに

配置するスタッドは，軸径 10 mm，全高 40 mmの頭付き

スタッド（頭径 19 mm，頭高 7 mm）を用い，2章に基づ

き 200 mm ピッチで千鳥配置とする．ただし，本試験体

で使用するスタッド寸法は文献 8)に記載されている式の

適用範囲外であるため，あくまで参考値として算定し，

スタッド本数を設定している．試験体のセットアップ状

況を図-14に示す． 

橋脚の軸方向には，一般に上部構造の死荷重反力に相当

する軸力が作用する．軸力は橋脚の塑性変形性能や耐荷

力に影響を及ぼすため，軸力を作用させて実験を行うこ

ととした．本実験では実験施設の制約から，PC 鋼棒の

緊張にて軸力を導入する方法とした．図-13 に示すよう

に橋脚軸中央に PC 鋼棒を配置し，橋脚頭部およびスタ

ブ下端で定着させ，橋脚頭部にセットしたセンターホー

ル型ジャッキによって PC 鋼棒を緊張させた．導入する

軸力は一般的な道路橋脚を想定し，橋脚断面に 1 MPaが

作用するように，PC鋼棒に 540 kNの軸力を導入した． 

b) 載荷方法 

実験は，構造部材の変形性能やエネルギー吸収性能を

評価するために通常実施される正負交番載荷実験に基づ

いた 18)．実験に際しては，橋脚基部の主鉄筋および I 形

鋼ウェブに貼付したひずみゲージが降伏ひずみ εy（主鉄 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) Case2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-14 試験体のセットアップ状況 

 

筋は 2058μ，I 形鋼は 2168μ）に達した際の変位を基準降

伏変位 δyとして定義した．載荷方法は，載荷ジャッキ

（1000 kN）を橋脚基部（スタブ上面）より高さ H=2500 

mm に設置し，基準降伏変位 δyの整数倍として，±1δy，
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±2δy，±3δyをそれぞれ3サイクル繰り返し，その後±4δy，

±5δyはそれぞれ 2 サイクル繰り返し，±6δy以降は 1 サイ

クルずつ載荷を行った．Case1 は±12δyにおいて前ステッ

プより2割以上の荷重低下が見られたため，±12δyまでの

載荷とした．Case2 は±13δyまで繰り返し載荷を行った後，

16δyまで単調載荷を実施した． 

c) 使用材料および計測項目 

実験で使用した鋼材の機械的性質を表-5に，コンクリ

ートの材料特性を表-6にそれぞれ示す．鋼材の引張試験

やコンクリートの圧縮試験および静弾性係数試験は JIS

規格に準じて実施している．コンクリートは，交番載荷

実験日材齢における材料特性である．計測項目は，鉄筋

および I 形鋼のひずみ，載荷ジャッキの水平荷重，橋脚

の水平変位，橋脚のひび割れ性状である．また，橋脚基

部の塑性ヒンジ近傍の弾塑性挙動やあらかじめ想定した

塑性ヒンジ長の妥当性を確認するため，曲率の計測を行

った．曲率は図-15 に示すように変位計を橋脚高さ方向

に複数設置し，式(2)により計測区間内の断面における

平均曲率として算出した 18)． 

 

 

表-5 鋼材の機械的性質 

 

 

 

 

 

 

 

表-6 コンクリートの材料特性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-15 曲率の計測方法 18) 

 

  hDtCT   (2) 

ここで，φ ：計測区間内の断面における平均曲率 

    ΔT ：計測区間内の引張縁近傍の相対変位 

    ΔC ：計測区間内の圧縮縁近傍の相対変位 

    Dt  ：引張，圧縮縁に配置した変位計距離 

    h  ：計測区間長 

 

(2) 実験結果および考察 

a) 荷重－変位関係 

各試験体における載荷位置での荷重－変位関係を図-16

に示す．各試験体の基準降伏変位 δyは，Case1 が 19.17 

mm，Case2が 19.51 mmであった．Case1は，2δy以降で荷

重が600 kNを超え，その後も荷重が低下することなく推

移しているが，9δyから徐々に荷重が低下し，12δyで大き 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-16 荷重－変位関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-17 荷重比－変位関係の包絡線 
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図-18 試験体の損傷状況（10δy） 

 

く荷重が低下している．履歴ループは若干くびれた紡錘

形状を示し，一般的な RC 橋脚の履歴を描いている．

Case2は，最大荷重を 2δyで迎えるものの，その後大きな

荷重低下はなく安定したループを示している．なお，

13δy以降は単調載荷を行ったが，16δyまで大きな荷重低

下は生じなかった．Case2 の履歴ループは紡錘形状を示

している． 

次に，縦軸を荷重比として各試験体の包絡線を描いた

ものを図-17 に示す．実験で使用した鉄筋および I 形鋼

の機械的性質が異なることから，各ケースで発生した水

平荷重 P を各ケースの終局荷重（試験値）Pudで除した

荷重比として示している．この結果から，提案構造は従

来の RC 橋脚と同等の耐荷性能があり，変形性能として

は10δy（約200 mm）以降もじん性に優れていることが分

かった． 

b) 損傷状況 

各試験体の損傷は，いずれも曲げ破壊先行型であり，

曲げひび割れの発生，かぶりコンクリートの剥離および

剥落，主鉄筋または主鋼材の座屈および破断の順番で発

生した． 

Case1 では載荷に伴う水平ひび割れ発生後，5δyからか

ぶりコンクリートの剥離が始まった．8δyで橋脚基部か

ら h = 300 mmの高さまでかぶりコンクリートの剥落，9δy

で主鉄筋の座屈が確認された．12δyで主鉄筋が破断し，

載荷を終了した．図-16 に示した荷重－変位関係におい

て，9δyより発生荷重が緩やかに低下しているのは，主

鉄筋が座屈したためと考えられ，さらに 12δyにおいて荷

重が大きく低下したのは，主鉄筋の破断によるものと思

われる 5)． 

Case2は水平ひび割れ発生後，5δyからかぶりコンクリ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-19 曲率分布 

 

ートの剥離が始まった．その後 9δyで橋脚基部から h = 

150 mm の高さまでかぶりコンクリートが剥落した．主

鋼材については，フランジは帯鉄筋の影響でやや変形が

生じていたものの，載荷終了となる 16δyまでウェブの座

屈や主鋼材のはらみ出しは確認されなかった．図-16 の

荷重－変位関係で載荷終了まで荷重の大きな低下が見ら

れなかったのは，主鋼材の座屈やはらみ出しがなかった

ためだと推察される．また，フランジ間のコンクリート

の剥落は，載荷終了時まで確認されなかった．10δyにお

ける各試験体正面の損傷状況を図-18に示す． 

c) 曲率分布 

各試験体の載荷ステップ 1サイクル目における最大曲

率の高さ方向分布を図-19 に示す．曲率は式(2)より平均

曲率として算出した．Case1は 6δy以降にかぶりコンクリ

ートの剥落によって変位計の取り付け箇所に浮きが生じ

たため，5δy までの結果を掲載している．図中より，

Case1,2ともに橋脚基部から h = 50 mmの位置で大きな曲

率を示していることが分かる． 

 

 

5. 提案構造の解析的検討 

 

前章で示した提案構造の交番載荷実験を対象に， 

FEM解析を行う．モデル化については3章に倣い，解析

条件等の設定を行うこととする．  

 

(1) 解析概要 

交番載荷試験体 Case2を対象に，FEM解析を実施した．

解析モデルの全体図を図-20に，I形鋼およびスタッドの

配置状況を図-21に，橋脚部の解析断面図を図-22にそれ

ぞれ示す．モデル化は，載荷軸方向に 1/2 とした対称範

囲とし，対称面に対称条件（X=Y=Z=0）を課した．

また，スタブ下端を完全拘束（X=Y=Z=0）した．メ

ッシュサイズは，橋脚基部の塑性ヒンジ部周辺（基部か

らの高さ h = 400 mmの範囲）において約 50 mm とし，そ

れより上方は約 100 mmピッチで分割した． 
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交番載荷の水平力は強制変位にて解析モデル上部中心

位置に載荷する．軸力および水平力の作用位置は図-20

に示すとおりである．なお，載荷位置断面には剛なシェ

ル要素を設けることで，平面保持を考慮することとする．

また，交番載荷の載荷ステップの各ループは 1回とする． 

材料構成則については 3章と同様とした．鋼材および

埋込鉄筋要素には Von Mises の降伏基準を採用し，引張

試験より得られた応力ひずみ関係からバイリニア型の 2

次勾配をそれぞれ初期勾配 E の 1/100 とした．コンクリ

ートと I 形鋼間の面インターフェース要素には，圧縮お

よびせん断時に抵抗し引張時に抵抗しないノーテンショ

ン連成モデルとし，スタブ弾性範囲については十分に定

着されていることを考慮して剛接続とした．3 章におい

てはクーロン摩擦モデルを使用したが，解析の収束性に

問題があったため，本解析においてはノーテンション連

成モデルとしている．このモデル化が解析結果に与える

影響については，次節にて考察する．材料試験から設定

した解析物性値の一覧を表-7に示す． 

 

(2) 解析結果および考察 

a) 荷重－変位関係および曲率分布 

実験および解析における荷重－変位関係を図-23 に示す．

解析は，鋼材降伏後の十分な塑性領域である 8δy まで行

った．解析結果は実験と比較して荷重値が大きくなる結

果となった．これは前節で述べた，コンクリートと I 形

鋼間の面インターフェース要素のモデル化が要因である

と考えられるため，コンクリートと I 形鋼間の面インタ

ーフェース要素を 3章と同じクーロン摩擦モデルとして

解析を実施した．前節で述べたようにクーロン摩擦モデ

ルでは解析の収束性に問題があり，+3δyの除荷時に発散

したため，そこまでの解析結果を併記して正側の応答を

拡大したものを図-24 に示す．クーロン摩擦モデルは，

コンクリートと I 形鋼の法線方向の圧縮力に応じてせん

断方向のせん断応力が変化するモデルであり，このモデ

ルの方が実験で得られた荷重値に近い値を示しているこ

とが分かる．一方，ノーテンション連成モデルは，コン

クリートと I 形鋼の法線方向に圧縮力が作用している際

には，圧縮力の大きさによらずせん断応力は剛な値とな

るため，荷重が大きくなると考えられる． 

 また，解析は除荷時において履歴ループが実験よりも

大きくなっているが，これは除荷時の剛性を初期剛性で

設定し，降伏基準として Von Mises を採用しているため

である．実験で見られるような緩やかな勾配変化を表現

できるモデル化の方法については，今後の課題である． 

 次に，実験と解析で得られた曲率の高さ方向分布を図

-25に示す．塑性ヒンジ部である橋脚基部からの高さ h = 

250 mm の範囲においては，良好な整合が見られる．ま

た，6δy以降については実験値は計測できていないが， 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-20 解析モデル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-21 I形鋼およびスタッドの配置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-22 橋脚部の解析断面図 
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図-23 荷重－変位関係の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-24 解析モデルによる荷重－変位関係の比較（正側） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-25 曲率分布の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-26 ウェブの鉛直ひずみ分布の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-27 スタッドの曲げひずみ分布の比較 

 

解析結果から，橋脚基部からの高さ h = 250 mmの範囲で

曲率が大きくなっており，部材の塑性化に伴う変形は橋

脚基部に抑えられていると推察される． 

b) I形鋼ウェブの鉛直ひずみ分布 

実験および解析における I 形鋼ウェブの鉛直ひずみ分

布を図-26に示す．1δyにおいては実験で発生した鉛直ひ

ずみを解析で概ね再現できているが，3δy では，橋脚基

部から h = 250 mmの範囲で実験値に比べ鉛直ひずみがや

や大きくなっている．5δy 以降については橋脚基部から

h = 250 mmの範囲のひずみが大きくなっていることが解 
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析結果から確認できるが，曲率分布の傾向と概ね整合し

ており，I 形鋼の塑性化は作用外力が増加しても橋脚基

部に抑えることができる可能性が示唆される． 

c) スタッドの曲げひずみ分布 

実験および解析で得られたスタッドの曲げひずみの高

さ方向分布を図-27 に示す．実験では 3δy までしか計測

できていないが，解析結果は実験を良く再現できている． 

5δy 以降の解析における曲げひずみについても，橋脚基

部からの高さ h = 50 mmの位置で最も大きく，8δyにおい

ては約 1680μ のひずみが発生しているが，この載荷ステ

ップにおいてもスタッドは塑性化することなく（降伏ひ

ずみは約 2000μ）ずれ止めの効果を発揮していることが

確認できる． 

d) コンクリートの最大主ひずみ 

図-28 に，1δy，5δy，8δy における最大主ひずみを示す．

1δy で橋脚基部とその上方に離散的にひび割れが発生し，

5δy で基部の引張ひずみの範囲が拡大しているが，交番

載荷実験 5)で観察されたひび割れ箇所と整合している．

8δyでは基部から約200 mmの範囲において引張ひずみが

卓越しているが，9δyで基部から約150 mmの範囲におい

てかぶりコンクリートが剥落した実験結果と比較すると，

実験を概ね再現できているものと考えられる． 

e) コンクリートの損傷評価 

コンクリートの曲げひび割れの開口や，斜めひび割れ

の発生といった引張損傷を評価する指標として，偏差ひ

ずみの第 2 不変量（以下，損傷指標 ）がある．損傷

指標 は，一般に要素分割の依存性を低減するために

平均化される 19)．本検討では，コンクリートの要素寸法

が橋脚基部において約 50 mm であることを考慮し，平均

化半径を50 mmとした．解析で得られたコンクリートの

損傷指標 を図-29 に示す．1δy で橋脚基部から上方に

向けて離散的に損傷が発生するが，その後，上方の損傷

は拡大せず，基部の損傷が拡大しその程度も大きくなっ

ている様子が確認できる．5δy，8δyにおける損傷範囲 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-29 コンクリートの偏差ひずみ第 2不変量 

 

がそれぞれ約 150 mm，200 mmとなっており，実験結果
6)と概ね整合している． 

 

 

6. おわりに 

 

本研究では，提案構造の付着性能を把握するため，両

引き試験と FEM 解析を実施し，スタッドによるずれ止

め効果や I 形鋼のポアソン効果，ポアソン効果に寄与す

るフランジの有効幅について考察した．さらに，繰り返

図-28 コンクリートの最大主ひずみ（変形倍率 10倍）
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し載荷時の耐荷性能や変形性能を把握するために交番載

荷実験と FEM 解析を実施し，橋脚基部におけるコンク

リートの損傷について考察した． 

以下に本研究で得られた知見を示す． 

1) 橋脚の合理化施工技術として，I 形鋼のウェブにス

タッドを配置した構造を提案し，その設計法を示

した． 

2) 両引き試験および FEM 解析から，I 形鋼に軸方

向引張力が作用する際にはポアソン効果によっ

てフランジ間のコンクリートに圧縮場が形成さ

れることを確認した． 

3) I 形鋼のポアソン効果により，フランジ間のコ

ンクリートと鋼材との付着力が向上し，さらに

スタッドによるずれ止め効果とひび割れ分散効

果があることが示された． 

4) ポアソン効果に寄与するフランジ有効幅につい

て，フランジ厚の 2 倍程度であることを実験お

よび解析により確認した． 

5) 両引き試験を対象とした解析結果は実験を概ね

再現できており，提案構造の解析モデルが妥当

であることを確認した． 

6) 交番載荷実験より，提案構造は従来の RC 橋脚

と比較して同等の耐荷性能を有し，靭性に優れ

ていることが示された． 

7) 交番載荷実験を対象とした FEM 解析により，

提案構造に用いる I 形鋼の塑性領域やコンクリ

ートの損傷範囲は，橋脚基部から概ね 200 mm

～250 mm の範囲であることが分かった． 

 

提案構造に用いる I 形鋼は，鉄筋と比べて座屈抵抗性

が高いことから，外力作用時に塑性化が想定される橋脚

基部より上方においては，帯鉄筋や中間帯鉄筋の配筋量

を低減した合理的な設計が可能と考えられる．今後は解

析的検討をさらに進め，提案構造の合理的な設計法につ

いて検討する予定である． 
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PROPOSAL OF BRIDGE PIER USING I-BEAM WITH STUDS 
AS MAIN MEMBER 

 
Kunihiko UNO, Katsuya IKENO, Yoshio SHINODA and Shuichi FUJIKURA 

 
Reinforced concrete bridge piers have been overcrowded due to the improvement of seismic performance, 

and rationalization of construction is required. The authors have proposed a bridge pier in which studs are 
arranged on an I-beam webs as the main member. The proposed structure is expected to improve bond to 
concrete due to the anti-slip effect of the stud and the poisson effect of the I-beam. In this paper, we con-
ducted experimental and analytical studies to understand the bond performance of the proposed structure, 
showed that it had bond performance equivalent to that of reinforced concrete structures, and confirmed 
the effective width of the flange that contributes to the poisson effect. Furthermore, in order to understand 
the load-bearing performance and deformation performance of the proposed structure under repeated load-
ing, cyclic loading test and FEM analysis were conducted to confirm the damage to the concrete at the base 
of the pier and the strain generated in the I-beam and studs. 


